
 445

2016年度秋学期修士論文テーマ一覧

　2016年度秋学期において、修士論文を提出し、修了が認定された修了生について、氏名と研究テー
マを以下に示します。

氏　名：原　拓平
題　目：�シェア概念を基盤とした居住のソー

シャルイノベーション
　　　　―シェアハウス事業の展開を通じて―
梗　概：筆者は、留学先の米国でシェアハウス
と出会った。居住者たちはルールを守り、互い
を尊重した「共住」を営んでいた。2005年、シェ
アハウス事業を行う株式会社 FRESHROOMを
設立。日本の住まいにシェア概念を持ち込み、
人間生活に不可欠な衣食住の内「住」のソーシャ
ルイノベーションを起こすべく日々奮闘してい
る。本論は、これらの活動の記録と観察の過程
で措定した仮説の検証を行うものである。「共
住」は、「家族」を単位としたものから始まっ
たが、シェアハウスでは個人が自立しながらプ
ライバシーを守り、かつ人とのつながりを感じ
ながら生活している。筆者は都内で 340室を運
営する事業において様々な斬新な取り組みを行
うことで、「シェアハウスは、人と人との、そ
して人と社会との、つながりを変えかつ強化す
るものである」という仮説を実証した。

氏　名：定森　博之
題　目：�“限界集落”の活性化に関する実践的研究
　　　　 ―京都市右京区京北宮町上田野地区を

フィールドとして―
梗　概：日本では過疎化や高齢化が大きな社会
問題として取り上げられてきて久しい。しかし、
こうした厳しい社会的課題を突きつけられなが
らも、持続可能なコミュニティ構築に成功して
いる地域も出てきている。そうした地域では、
地元が持つ固有の資源を活用しながら、斬新な
取り組みに挑戦することで、地域の再活性化を
順調に進めている事例が少なくない。本論文は、

筆者が 5年にわたって京都市京北町の集落にお
ける地域活性化に自らもその一員として取り組
むことを通じて、佐々木雅幸が提唱している創
造農村の 4つの条件の有効性を検証しようとし
たものである。

氏　名：川那辺　香乃
題　目：�閉校再利用施設におけるアートプロ

ジェクトの実践的研究
　　　　 ―423 アートプロジェクトを事例と

して―
梗　概：本研究では、閉校再利用施設で「アー
トプロジェクト」を実施し、中山間地域での暮
らしにおける諸問題を解決する契機を探った。
社会実験では、京都府京丹波町にある旧質美小
学校で、1人ひとりの「記憶」に焦点をあてた
ワークショップと舞台公演を行った。結果、個
人から引き出された旧質美小学校の「記憶」は、
ワークショップ参加者や観客の「記憶」を思い
起こさせる効果があり、そこには「個人の記憶
の可視化」、「原風景の記憶の発見」、および「未
体験の記憶への共感」の 3つのステップがある
ことを発見した。さらに、これらのステップを
満たすプログラム条件として「子どもから高齢
者まで、だれもが気軽に参加できる」といった
5項目を結論として提示した。

氏　名：南　博史
題　目：�フィールドミュージアムの政策課題
梗　概：本研究の目的は、暮らしやすく心豊か
で持続可能な地域社会の構築を目指して立案実
施されるフィールドミュージアム政策の課題を
明らかにすることにある。その意義は、まちづ
くり、地域活性化活動が進む中、あらためて
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フィールドミュージアムとは何かを明確にする
ことによって、ともすればミュージアムという
言葉に流されがちな政策・施策・事業のあり方
に再考を促すことにある。さらにフィールド
ミュージアム・マネジメントが総合政策科学の
新しい分野として、暮らしやすく心豊かで持続
可能なコミュニティの構築に寄与できると考え
るからである。コミュニティが主体となって、
その地域の地域資源を掘り起こすこと、コミュ
ニティと自治体や外部を繋ぐ人材が不可欠であ
ると結論づけた。

氏　名：仲上　美和
題　目：�〈はたらくこと〉の意味を問いなおす

体験の場の意義
梗　概：本稿は、今日の＜はたらくこと＞に内
包される漠然とした空虚感や孤独感をみつめ、
はたらくことの根源的な歓びを発起する手がか
りを探る試みである。社会実験として企画した
ワークショップ事業では、手仕事による農作業
と仕事唄、昔ながらの最低限の道具を用いて、
原初的な仕事の場を創出し、その場を体験した
参加者の声から＜はたらくこと＞へ人が求める
根源的な意味を見出し考察した。参加者の声か
らは、全身体を使うこと、他者と共にはたらく
こと、自然と共にあることの歓びが共通してみ
られた。はたらくことに困難を抱えた人々への
対応、体験の場を社会変化の主体に育む視点等、
今回の実践で得られた知見を次につなげる工夫
が課題である。

氏　名：中村　真修
題　目：�「京都民主府政」
　　　　�京都府における革新自治体（1950-

1978）の研究
梗　概：本稿で扱う問題は以下の 3点である。
第一に、京都府では戦後初期の革新自治体と高
度成長期の革新自治体という成立要件や役割の
異なる 2つの革新の波が結合したが、それはい
かなる条件で可能だったのか。第二に、7期 28
年継続した「京都民主府政」において、何時ま
でが戦後初期期の革新自治体の役割であり、何
時からが高度成長期の革新自治体の役割を担っ
ていたと言えるのか。第三に、何故「京都民主
府政」は 1978年に倒れ、それ以降に継続しなかっ
たのか。最後の点についての本稿の結論は、革

新陣営内部における共産党の勢力伸長が他の革
新政党の警戒を招き、革新共闘の継続を困難に
する政治力学として働いた、というものである。

氏　名：原　有佳里
題　目：�農業体験を通した都市型マンションに

おける持続可能なコミュニティ構築に
関する実践的研究

梗　概：近年、日本は人口減少にあるものの就
業形態の変化のため、都市部への人口集中が著
しく進んでいる。そして、都会に住む人々の多
くが「マンション」と総称される高層集合住宅
に居住するようになってきている。マンション
居住世帯は、2013（平成 25）年では、約 623万戸、
居住人口約 1,400万人、全国率 11.42％と 8.8世
帯に 1世帯の比率まで増加している。しかし、
マンションの個別住居はプライバシーを重視し
たレイアウトになっており、居住者間のコミュ
ニケーションの頻度や密度は他の居住形態に比
べると低く、コミュニティが形成されにくく
なっている。そこで本論文では、そのようなマ
ンション居住者間のコミュニケーションの頻度
や密度を高めるには共同の農作業が有効ではな
いかという仮説を立て、実際に「米作り」およ
び「さつま芋作り」の農業体験を行うことで、
その仮説を実証しようとした。その結果、農作
業に参加した居住者間にはこれまでになかった
ようなコミュニケーションや交流が生まれたこ
とが分かり、マンションにおける持続可能なコ
ミュニティ、ひいてはソーシャル・キャピタル
の形成の可能性も展望できた。

氏　名：橋口　道代
題　目：�国際協力経験を活用した地域再生の実

践的研究
　　　　�―新潟県佐渡市における仏教寺院を拠

点とした文化的アプローチ―
梗　概：筆者は、長年に亘り、国際協力事業に
携わり、開発途上国の課題に向き合ってきた。
一方で、人口減少社会における地域再生といっ
た日本国内の課題も深刻さを増しており、開発
途上国の問題と同様に、国内の課題にも取り組
んでいく必要があると考えるようになった。本
研究では、日本の地域再生の実践の場において、
国際協力経験を活用することが一定のインパク
トをもたらし、ソーシャル・イノベーションに
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つながる可能性があることを確認することを目
的とした。社会実験として、新潟県佐渡市の地
域再生のため、仏教寺院を拠点に、文化的アプ
ローチを主眼にした「マインドフルネス佐渡ツ
アー」を行った。ツアーは、「持続可能な開発」
「文化」「国際協力」を基調として企画し、国際
協力経験としては、ブータンの事例を活用した。

氏　名：川島　知彦
題　目：�台湾の ICT による産業の高度化
梗　概：台湾の ICTの発展過程について固定
電話の普及からの発展過程について第 1章で触
れる。
　次に第 2章では ICT機器の貿易に焦点を当
てて、どのような部品を、どの国々から輸出入
しているのか、中間財、資本財、消費財などに
分類して分析する。第 3章では、台湾が受託製
造の分野においていかに発展してきたのかにつ
いてノートパソコン、スマートフォンから分析
する。そして企業の最たる例として鴻海精密
工業を事例に説明する。そして第 4章では ICT
の発展の基盤となった研究開発について科学工
業園区、輸出加工区に目を移して分析する。第
5章ではインタビュー調査から台湾の ICTの新
たなる取り組みについて触れる。終章ではこれ
までの分析から今後の課題を述べていく。

氏　名：木村　淳美
題　目：�事業所内保育所の現状と問題点
　　　　―インタビュー調査を通じて―
梗　概：本稿の目的は、日本における事業所内
保育所に関して、事業所内保育所を有している
企業と有していない企業を比較・分析し、相違
点や類似点を明らかにすることで、事業所内保
育所が普及しない原因を明らかにすることであ
る。インタビュー調査の結果、事業所内保育所
を有している企業と事業所内保育所を有してい
ない企業では、事業所内保育所に関して認識に
差があることがわかった。このインタビュー調
査の結果をもとに、いくつかの提言を行った。

氏　名：贄田　晃有
題　目：�従業員表彰制度の運用のあり方
　　　　�―人事評価制度との関わりに焦点を当

てた事例研究―
梗　概：本研究の目的は、今日の従業員表彰制

度の実態を明らかにし、従業員表彰制度と人事
評価制度との関わりについて検討することであ
る。そのため、A社の経営管理部と営業部の正
社員 2名を対象に半構造化インタビューを 2度
実施し、インタビュー結果の逐語録と社内資料
を定性的コーディングしたのちに内容分析を
行った。その結果、表彰と人事評価には、評価
の対象・基準と評価結果の活用において補完関
係にあると考えられる。評価の対象・基準にお
ける補完関係は、表彰が人事評価では測らない
要素も評価していることにあるといえる。評価
結果の活用における補完関係は、人事評価の結
果が公に周知されないことに対して、表彰は受
賞者の働きぶりを広く組織内に知らしめること
にあるといえる。

氏　名：山本　英子
題　目：�障がい者のディーセントワークに対す

る農福連携事業の有効性に関する研究
梗　概：本研究の目的は、「障がい者のディー
セントワーク実現のための有効な方策」を提案
することである。その背景には、一般企業への
障がい者就労が増加する一方で、月額１万円程
度の賃金しか払えず障がい者のために有効な方
策を求める多くの小規模で脆弱な障害福祉事業
所の存在がある。本研究では、これらニーズに
対応するため、まず、筆者が参画する農福連携
事業「農でデザインする福祉のまちづくりプロ
ジェクト」の 8年間に及ぶ実践の成果を検証分
析しディーセントワーク実現に対する農福連携
事業の有効性を明らかにした。そして、当該有
効要件を盛り込んだ新プラン「こうべソーシャ
ルファームプラン（案）」を策定・提案するも
のである。

氏　名：山本　久美
題　目：�脱定型的旅行の可能性に関する体験的

研究
梗　概：近年、旅行の形は多様化している。そ
の背景には、交通機関の発達や、インターネッ
トの普及によるところが大きいと考えられる。
筆者は、自身の旅行においてまた、勤務してい
る旅行会社で旅行の販売を通して、地域の文化
や人々と接触する機会が少ないことに気づき、
新しい視点でのブログラムが必要だと考えた。
筆者の考えた新しい旅行はなにもないと地域の
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人が思っているいわゆる観光資源の乏しいと
ころに出かけて行くことである。本研究で
は、その結果として、その地域にある自然な
いし歴史的資源が観光の対象となりうること
を地域住民が認識することで、それまでには
なかったような地域への誇りを住民が持てる
ようになるのではないかという仮説を措定し
た。そして、本研究では、この仮説を実証す
るために、社会実験として筆者自らツアーを
企画実施し、参加者や住民へのアンケート調
査やヒアリングを通じて、その仮説の妥当性
を証明せんとした。

氏　名：山本　祥太
題　目：�サバイバーによるイノベーション・

デザインの研究
梗　概：筆者は、がんのサバイバーである。
治療中や退院後、筆者の友人や知人に対して
の疎外感を感じた。そこから、前向きになる
きっかけを得、がんとともに生きる充実した
生活につなげ、その一歩を踏み出すきっかけ
が必要と考え、そうした場の要因を明らかに
するため実践的研究を始めることとした。本
研究の目的は、サバイバーがカフェという気
軽に立ち寄れる場で、悩み・課題に対して一
歩を踏み出すきっかけを生み出すカフェのデ
ザインを、当事者参加の下、社会実験を通じ
て明らかにすることである。得られた知見と
その考察により、カフェという他人の中でこ
そ、サバイバー同士が相手の存在の大きさを
感じ、がんに関する悩みを語り合うことがで
きるという考察を行った。

氏　名：荒井　励子
題　目：�社会課題の解決に寄与する文化政策

の在り方に関する考察
　　　　�―若年者就労支援政策と地域福祉政

策を中心に―
梗　概：本論において社会課題の解決に寄与
する文化政策の在り方に関し、大阪府におけ
る若年者就労支援政策と、滋賀県における地
域福祉政策を事例とし定性的研究を行った。
芸術表現と人間の感覚との深い結びつきは広
く知られていながら、地方自治体における文
化政策と他の政策との協働事例が数少ない現
状から、社会課題の解決に寄与する文化政策

の実現には、どのような環境整備が必要である
のかという点を事例分析した。分析結果から、
地域社会の課題解決に寄与する文化政策の実現
には第一に、地方自治体において先見的事業を
試みる機会の創出、第二に、地域社会で行われ
ている芸術表現活動の文脈の中心を継続的に発
信し、地域社会に暮らす人々の共感の醸成を促
すことが必要であることを指摘した。

氏　名：馬場　悠太朗
題　目：�人口減少社会における北海道日高地方

の今後
梗　概：本論文は、北海道日高地方の人口減少
問題を背景に、特有な地域資源を活用すること
による北海道日高地方の活性化の今後の方向性
について検証することを目的とする。人口減少
が進む中、日高地方には、将来的にどのような
方向性が考えられるのか、現状分析を行うとと
もに、類似した性質を持つ地域を参考に検証し
た。検証の結果、人口減少社会における北海道
日高地方の今後の方向性は、第一に、日高地方
における人口減少自体を今後も止めることは不
可能であるが、転出を防ぎ、Uターンを促して
いくこと、第二に、広域連携による一次産業を
中心とした産業振興を図ることの二点を示した。

氏　名：福井　雄大
題　目：�日本における図書館概念の歴史的変遷
梗　概：本研究では 1872年から 2015年におい
て、全国紙 3紙の新聞記事を収集し、質的・量
的の両側面から分析を行った。その結果、日本
社会における図書館概念の変遷について、図書
館史上の歴史区分との差異として、改正図書館
令、図書館法、『中小都市における図書館の運営』
の出版、京都市図書館の管理委託の 4つが挙げ
られることを明らかにした。また、図書館職員
の専門性は図書館界の外において問題化してい
ないこと、社会教育的役割を担う過程として関
東大地震が契機となった可能性を指摘した。ま
た、1970年代の貸出サービスへの傾倒を問題
として捉え現代の図書館が置かれている状況に
ついて分析した。最後に、場所としての図書館
を志向する近年の動向について、居場所として
の図書館の解体と公共文化施設の統合という二
つの可能性について論じた。
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氏　名：原田　大地
題　目：�プロスポーツ団体によるソーシャル・

キャピタルの醸成
　　　　―B リーグを事例に―
梗　概：本論では、プロスポーツ団体によるソー
シャル・キャピタル（以下：SC）の醸成につい
てジャパン・プロ・バスケットボールリーグ（通
称：Bリーグ）を事例に考察した。　研究方法は、
① SCに関する先行研究のレビュー、②プロス
ポーツ団体を事例とした、行政との連携による
SCの醸成システムに向けた課題の考察、③その
実現の根拠となる組織間関係論や協働理論をは
じめとする理論研究、である。その結果、現代
社会に求められる SCとは、多様な人とのつな
がりが「weak-tie」（弱い紐帯）で結ばれている
状態であることが明らかとなった。そして、プ
ロスポーツ団体による試合会場は、地域課題を
共有する社会的交流の場ともなり、SC醸成につ
ながり、プロスポーツ団体は人々の社会参画を
促す装置として作用するのである。

氏　名：林　涼香
題　目：�更生保護と家族の役割
梗　概：更生保護制度とは、犯罪者や非行少年
に対して働きかけることにより、彼らが立ち直
ることができるようにする制度である。今回、
雑誌『更生保護』と『更生保護と犯罪予防』か
ら非行少年の事例を集め検討した。その事例か
らは、非行少年の家庭は安心できる場所ではな
く、適切に成長できる環境ではない場合が多く
見られた。非行少年たちは 1人では更生するこ
とが難しく、家族の協力が必要になるが、家族
が必ずしも協力的であるとは限らない。そこで
更生保護制度を担う人々が少年と少年の家族を
支えている。この働きかけはあくまで任意的な
ものである。更生保護制度を担う人々が家族へ
の支援を続けることで、少年の更生を助けるこ
とができると考える。

氏　名：今野　創祐
題　目：�日本の目録規則形成期における欧米目

録規則用語の受容
梗　概：本論文は、日本の目録規則形成におけ
る欧米の目録規則用語の受容について明らかに
した。その際、特に目録規則の翻訳、ひいて
は、その翻訳における図書館用語の翻訳という

点に着目した。具体的には、天野敬太郎による
enter、entryを巡る訳出についての言説と、竹
林熊彦と武田虎之助による author　catalogとい
う用語の訳語を巡る論争について着目した。こ
れらの言説や論争を分析した結果、日本の目録
規則の依拠する考え方が、東洋の目録規則の考
え方から西洋の目録規則の考え方に移行したこ
とがこれらの言説や論争の背景にあったことを
示した。

氏　名：稲垣　菊代
題　目：�大学キャリアセンターの就職活動支援

の現状と課題
　　　　�―学内キャリアガイダンスに焦点をあ

てて―
梗　概：本研究は、大学におけるキャリア支援
とキャリアセンターの役割を明確にし、これか
らのキャリア支援のあり方を検討することが目
的であった。昨今、大学生の就職活動における
問題は多様であり、めまぐるしく変化する活動
時期や増える活動量によって複雑かつ深刻に
なってきている。2011年度から始まったキャ
リアに関する教育の義務化に伴い、各大学は大
学生に対するキャリア支援、就職活動支援に力
を注いでいる。このような状況をふまえ、大学
が行っている就職活動支援に着目し、「大学中
心」ではなく、「学生中心」の就職活動支援が
企画できているか。さらに、それらを企画運営
する際の重要点と、成果を検証する方法は妥当
かといった観点から検証を行った。

氏　名：北田　里桜
題　目：�企業スポーツの再構築
　　　　�―キャリアラダー形成の視点から―
梗　概：本論文は、企業スポーツの再構築を、
企業スポーツ選手を企業の人的資源と捉えた
キャリアラダー形成の視点から考察するもので
ある。その研究方法は、①先行研究のレビュー
により、企業と企業スポーツの関係、キャリア
の意義の明確化、それらを取り巻く動向や政策
展開の分析・検討、②セカンドキャリアへの取
り組み事例の分析・検討から、キャリアラダー
形成の実現に向けた課題の考察、③ポリシー・
ミックス論や組織間関係論などの理論研究、で
ある。その結果、企業スポーツの所有が情的資
産の醸成に寄与することや、非認知能力の高い
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企業スポーツ選手へのキャリアラダーの形成
は、企業の持続可能性を高めるために必要不可
欠な取り組みであることが分かった。

氏　名：北島　なつみ
題　目：�地域メディアを活かした住民参加型活

動の促進に関する研究
梗　概：近年、多くの自治体で住民が自分たち
の生活を自ら支えていける社会を目指し、住民
参加や協働によるまちづくりが推進されてい
る。しかし、積極的に参加している住民はほん
の一部である。一般住民の参加者が少ない要因
は、地域や地域活動に興味・関心を持つような
きっかけや情報がないから、地域活動に興味・
関心はあるが実際に参加に至れるようなきっか
けや情報がないからである。本稿では、「情報」
の観点から地域メディアを活かした住民参加型
活動（住民参加型メディア活動）が、「地域活
動の参加のきっかけとなるのか」、「地域や地域
活動に対する興味・関心を高めるのか」、「地域
活動に参加したいという意識につながるのか」
を明らかにする。

氏　名：小竹森　晃
題　目：�「地域おこし協力隊」の政策目的と実

施過程
梗　概：本稿では、中央政府である総務省が
2009年度に創設した「地域おこし協力隊（以
下「協力隊」という。）」について、まず、政策
目的を明確にした。そして、地方政府である地
方自治体の政策実施過程を分析し、協力隊政策
を有用に活用するための要因について事例分析
を基に考察した。協力隊の政策実施過程におい
て地方自治体は、地方自治体の裁量で決めるこ
とができる地域おこし協力隊員の「委嘱の方法」
と「活動内容」という 2点について、まず、地
方自治体や隊員の活動のステークホルダーが、
協力隊の総務省の策定した政策目的を理解して
いるか否か。そして、いかに地域の実情に即し
て政策目的を具体化できているか否かが重要と
なることを明らかにした。

氏　名：松原　明美
題　目：�「心のイノベーション」による自己変

容の実践的研究
　　　　�―「自我錨着の習慣化」ワークショッ

プの実験を通じて―
梗　概：本論文は、筆者の体験をモデルに「自
我錨着法」という臨床心理的技法を構築し、そ
の技法によって精神的ストレスに悩む被験者に
「心のイノベーション」が起こることを実証し
たものである。そのうえで、心のイノベーショ
ンを持続させるために「自我錨着の習慣化」が
有効であることを示した。まず、心を疎かにす
る現代社会の課題を回避性の観点から整理し
た。次に心のトレーニングの技法として「自我
錨着法」を理論化し、その臨床的な有効性を示
した。続いて自我錨着法を用いた社会実験「育
児期女性を対象としたキャリア・デザイン講座」
の概要とプロセス、結果を検証し、この技法が
内面の問題解決や心の成長に効果的であること
を提示した。最後に全体の議論を総括し、今後
の課題と展望を述べた。

氏　名：門田　志穂
題　目：�定型的業務に従事する公務員のモチ

ベーションについて
　　　　�―社会貢献活動をツールとしたアプ

ローチ―
梗　概：近年、地域活性化などで目覚ましい成
果を上げている「スーパー公務員」が大きな注
目を集めている一方で、大多数の公務員は、税
務、総務、許認可等の、裁量の余地がほとんど
ないルーティンワークに従事しているという現
状がある。一見誰にでもできる仕事であると思
われがちであるが、公務員が行うルーティン
ワーク＝定型的業務は、決して軽んじられるべ
き仕事ではない。自動証明書発券機の導入など、
業務の機械化が進むなかで、定型的な業務は住
民からの生の情報を得ることができるという点
で大変重要な業務である。本研究では、定型的
業務に従事する公務員の働く意欲と動機を高め
る要因のひとつが業務時間外に行う「社会貢献
活動」であるのではないかという仮説を立て、
その仮説を現職公務員に対するアンケート調査
やインタビューによって検証し、一定の妥当性
を引き出した。

氏　名：左近　文子
題　目：�出稼ぎ労働の光と影
　　　　�―フィリピンでの現地調査分析―
梗　概：海外出稼ぎ労働者による本国送金は、
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間違いなく近年のフィリピンの経済成長を牽引
してきた。それゆえに、この国において海外
出稼ぎ労働者は「現代の英雄（bagong bayani）」
と呼ばれている。クリスマスの時期の空港内に
は、「Welcome! Overseas Filipino Workers!」と書
かれた垂れ幕が掲げられる。家族と過ごすため
に帰国してくる「英雄」たちを、大統領がわざ
わざ空港で出迎えるほどなのである。本稿では
第一に、海外出稼ぎ労働者がフィリピン社会に
対して果たしてきた役割を様々な数値を分析す
ることで明らかにするとともに、残された家族
にもたらす影響の「光」の部分と、インタビュー
調査の結果から浮き彫りになってきた「影」の
部分を指摘する。また第二に、フィリピンでは
BPO産業が近年注目を浴びている。BPO産業
が十分に雇用機会を与え、海外出稼ぎ労働者の
本国回帰があるのか、そしてその人数が今後ど
のように推移するのかを合わせて検討する。

氏　名：登坂　文香
題　目：�地域の自律的蘇生におけるアーティス

ト・イン・レジデンス事業の汎用性と
持続可能性に関する考察

梗　概：アーティストを一定期間、特定の地域
に滞在させ、その支援を行うことを目的とした
アーティスト・イン・レジデンス（以下 AIR）は、
欧米から 1990年前後に日本に導入され、地域
振興の役割が期待され広まったアートプロジェ
クトである。現在、地域活性化の手段としてアー
トプロジェクトが各地で行われているが、地域
振興と、文化芸術事業として本来持つべき意義
との両立には疑念が残る。本論文では、国内 3
地域の先進事例を検証することで、AIR事業の
継続と汎用化につながる条件を考察した。その
結果、AIRは、他のアートプロジェクトのよう
に地域振興の目的に偏向せずとも、地域住民が
地域資源を活用しながらアーティスト支援を行
うという過程により、地域の自律的蘇生に寄与
する事業となることが明らかとなった。

氏　名：戸山　恵実
題　目：�市町村合併が「住民主役のまちづくり」

に与える影響についての考察
梗　概：本論文は、合併以前に旧市町村が取り
組んでいた「住民主役のまちづくり」が市町村
合併によってどのような影響を受けるか、そし

て合併後もなお「住民主役のまちづくり」を継
続させるにはどのような要素が必要なのかを考
察したものである。なお、考察にあたって、熊
本県八代郡氷川町（旧宮原町）を事例に、ヒア
リング調査やアンケート調査等をもとに検証し
た。その結果、合併以前の「住民主役のまちづ
くり」の取り組みは、合併後に一部の内容を変
更された上で継続されている傾向にあることが
わかった。そして、民間団体等の受け皿がある
こと、合併以前よりまちづくりに携わってきた
人材が合併後もまちづくりに携わることが合併
後も「住民主役のまちづくり」が継続される要
素の一部であることが明らかとなった。

氏　名：山下　将
題　目：�行政評価が予算に与える影響
梗　概：近年、多くの市区町村が財政難に陥っ
ている。歳出費は年々増加しており、今後も少
子高齢化や人口減少によって、この財政難は続
くとみられる。このような財政難の対策として
行政評価が導入され始めている。行政評価では、
行政が運営する政策を評価し、その評価の結果
から事業を廃止、縮小させることで歳出費を削
減させる。しかしながら、行政評価が歳出費の
削減に有効かどうかは過去の先行研究からいく
つか疑問がある。そこで本稿では、実際に行政
評価が歳出削減に有効かどうかを分析する。ま
た、行政評価がどの事業分野において、歳出削
減ができるかどうかについても分析する。これ
らの分析によって行政評価を歳出削減に利用す
ることができるかどうか、また市区町村はどの
分野に行政評価を導入すべきなのか、を明らか
にする。

氏　名：房　栽成
題　目：�地域住民と行政の協働による持続可能

な自然休養林政策の策定
梗　概：森林政策は多様な地域環境にかかわる
ことから、特定の地域とそこの森林だけでなく、
隣接する地域や森林との相互調和と均衡を維持
するため、マクロかつ効率的な観点が必要であ
る。また、地域と環境の特性に向けて策定・執
行されるように微視かつ柔軟な観点も必要であ
る。このようなマクロな視点と柔軟性の観点は
森林政策の手段の一つである森林計画の過程に
適用されるのである。本論文は、韓国と日本が
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森林の機能、特に「自然休養機能」に関連する
国有林野事業として策定・執行している政策に
ついて、文献・資料などを比較・分析し、その
特徴を明らかにする。

氏　名：方　奉賢
題　目：�有機農業を媒介とした環境志向型食育

コミュニティの形成に関する実践的研
究

梗　概：人類が直面する全地球的な生態系の危
機は、産業化や経済活動における価値観や理念、
社会構造や制度、生活様式、技術などが引き起
こしたものであり、その危機の回避には、社会
の根本的な変化が求められる。中でも、農業方
式と農産物の消費構造及び社会的生活様式の変
化は、人々の意識における環境倫理と密接に連
動することで、実効性を持つことができるので
はないかというのが本研究の仮説である。この
仮説を実証するため、京都市左京区の同志社大
原農場をフィールドとして、小学校以下の子ど
もを持つ家族に環境倫理を規範的基礎とする有
機農業の実習に参加してもらい、意識の変化を
アンケート調査やヒアリングを通じて検証し
た。その結果、環境志向的な食育コミュニティ
形成の可能性を確認することができた。

氏　名：岑　淑貞
題　目：�地域振興に資する「道の駅」の可能性

についての考察
　　　　�―文化政策としての観光政策―
梗　概：本論文は、日本全国に点在し、地域の
振興に寄与している道の駅を対象に、観光文化
政策という新たな視点から、地域振興の可能性
を明らにすることを目的とする。経済、社会的
発展、モータリゼーションと過疎化、グローバ
リゼーションなどの背景から、日本社会に求め
られている道の駅のあるべき姿を考察してき
た。そして、文化政策としての観光政策という
視点から、地域の文化振興に資する、観光地に
もなり得る道の駅を検討した。事例研究では京
都府の中部にある 3つの道の駅を比較し、道の
駅による持続的な地域振興の在り方を考察し、
地域の固有価値を活かし、文化の共有、保存、
発展と活用することで、地域を振興させること
について考察した。

氏　名：崔　圭源
題　目：�日本の老人福祉における地域包括ケア

システムの構築について
　　　　�―住民参加を通じた地域ネットワーク

を中心に―
梗　概：現在、日本は少子高齢化による人口構
成の変化や超高齢社会がもたらす多くの問題点
が浮かび上がっている中、高齢者が安心して住
み続けることのできる地域をつくることを目標
としている地域包括ケアシステムの構築が進め
られている。しかし、地域社会においての様々
な支援を必要とする高齢者が自由な意思に基づ
いて適切なフォーマルサービスを利用し、それ
ぞれが自立して生活できるように総合的なサ
ポートをする体制は、まだ十分に整備されてい
ないのが現状である。そこで、本研究では日本
の地域包括ケアシステムの効率的かつ効果的な
構築について「システム＝ネットワーク」であ
るという視点から、特に住民参加を通じた地域
ネットワークを中心とした研究と事例調査を通
じて考察並びに提言を行う。

氏　名：杜　霊犀
題　目：�中国少数民族地域における観光と地域

づくり
　　　　―四川省桃坪村を事例に―
梗　概：本研究の目的は、文化と観光を両立さ
せた地域づくりとしての観光振興の必要性を論
じながら、文化政策の視点から、文化と観光の
関連性を手がかりに観光が地域振興につながる
ことを明らかにした。そこで、チャン族という
少数民族が居住している四川省桃坪村の事例を
通じて考察した。事例においては、四川省桃坪
村における観光政策と地域の文化資源の保存と
活用について事例調査から、観光と文化の関連
性について考察した。観光によって、地域文化
が保存・活用され、地域住民と来訪者の間に知
的交流が促進されることで、地域文化の価値が
再評価され、地域の持続可能性を促進する役割
があり、観光の重要性が明らかとなった。

氏　名：金　成鎮
題　目：�地方分権におけるナショナル・ミニマ

ム保障の在り方
梗　概：近年、少子高齢化及び貧困母子世帯、
ワーキングプアなど様々な貧困の台頭によって、
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ナショナル・ミニマム保障の重要性が注目され
るようになった。その一方、1990年代に始まっ
た地方分権改革が進展する中で、ナショナル・
ミニマムは中央集権的な統制手段であると批判
され、地方分権改革の対象にもなった。そこで、
地方自治とナショナル・ミニマムとの関係は重
要な論点となっている。本稿では、社会福祉領
域において、ナショナル・ミニマムの意味、そ
して、地方分権との関係を歴史的、実態的展開
と概念的、理論的議論の双方から考察する。そ
の上で、地方自治と共存できるナショナル・ミ
ニマムの財源保障方案について提案する。

氏　名：林　雅蘭
題　目：�中国ネット通販ユーザーに与える

SNS の影響力
梗　概：IT（情報技術）が年々向上している昨今、
我々の社会生活に浸透してきた。最も代表的な
のはネット通販と SNSと言えるだろう。ネッ
ト通販により消費行動が劇的に変化した。SNS
は人と人のつながり方も変えた。本稿ではマー
ケティング 1.0から 3.0へ移行する歴史と従
来の消費者行動モデルを整理する上で、ソー
シャルメディア時代に即した消費者行動モデル
「SIPS」を通して、中国のネット通販ユーザー
行動の特徴を分析してみる。さらに、中国最大
SNSであるWeibo（ウェイボー）のテキストデー
タに可視化ツールを用いた分析（テキストマイ
ニング）を行う。以上を踏まえて、SNSが中
国のネット通販ユーザーに与える影響力につい
て検討する。

氏　名：朴　貞媛
題　目：�日本の多文化共生と外国人児童生徒の

教育についての考察
　　　　�―公立小中学校における教育支援を中

心に―
梗　概：第 2次世界大戦の終戦前から日本に住
んでいたオールドカマーと、経済高度成長期以
降から増加してきたニューカマーにより、日本
の在留外国人は多国籍化している。多様な背景
をもつ外国人が存在することによって、多文化
共生が政策的に推進されつつある。一方、各地
域に編入してきた外国人児童生徒への教育につ
いても、自治体を中心として対応されている。
本稿では、多文化共生が推進される中、外国人

児童生徒の教育現状を踏まえた上で、公教育に
おいて行われている教育支援を考察する。そし
て、それから見出した課題について、成熟した
多文化共生社会を目指す観点から政策対案を提
示している。

氏　名：林　彪
題　目：�科学技術政策と研究ファンディング制

度に関する韓・日比較研究
梗　概：本研究では、韓国と日本の科学技術政
策と研究ファンディングシステムの類似点と相
違点の比較分析を通じて韓国の実情に相応しい
政府研究開発制度の改善方向を提示している。
特に、韓日間の制度とシステムの比較の論点、
日本の第 5期科学技術基本計画のポイント、政
府研究開発事業に関連する制度の問題点、外部
機関の指摘事項についてみていく。そして、関
連領域の議論をもとに、韓国の科学技術政策と
研究ファンディングシステムの論点についての
検討を行う。最後に論点についての議論を受け
て、総合的に検討した後、現実的実現可能な 5
つの論点を取り上げ、これを基にして韓国の科
学技術政策と研究ファンディング制度の改善方
向を提示した。

氏　名：宋　栄
題　目：�日本企業の職場風土に関する研究
　　　　―就職した中国人留学生の視点から―
梗　概：日本企業は、少子高齢化による労働人
口の問題とグローバル化への対応から、「高度
人材の卵」として位置づけられている外国人留
学生を積極的に採用している。しかし、外国人
留学生は日本企業の職場風土への適応の問題を
抱えている。その問題を明らかにするため、中
国人留学生を対象としてインタビューを行っ
た。その結果、コミュニケーションと仕事の進
め方に問題があることがわかった。

氏　名：宣　雯

題　目：�韓国の行政中心複合都市を核とする広
域生活圏の発展方策：日本の定住自立
圏構想からの示唆

梗　概：韓国で推進されている行政中心複合都
市建設事業は 36の中央行政機関と 14の政府出
資研究機関を地方に移転し、新たな都市を建設
することにより、首都圏過密・国土発展の不
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均衡といった問題を解消しようとする政策で
ある。2016年現在、行政機関の移転は完了し、
人口も増加しつつある。しかし、本格的な人口
流入につれ、都市における生活機能上の不備な
点が色んな方面で指摘されている。本稿では、
住居の日常生活に必要な諸機能を地域間連携を
通じて確保するという観点から日本の定住自立
圏構想に着目し、行政中心複合都市を核とする
広域生活圏を形成することを対策として提示し
ている。

氏　名：呉　浩博
題　目：�中国におけるジェンダー賃金格差の変

化
　　　　�―2002 年から 2013 年までのミク

ロデータを用いて―
梗　概：本研究は中国におけるジェンダー賃金
格差について、2002年から 2013年までのデー
タに基づいて近年の変化を明らかにすることが
目的である。本稿では中国家計所得調査を採用
し、Blinder-Oaxaca要因分解を用いて計量分析
を行った。さらに、インタビュー調査を補完的
に実施した。その結果、2002年から 2007年まで、
中国におけるジェンダー賃金格差が急激に拡大
したことが明らかになった。2007年から 2013
年までの間に、属性格差効果は男女格差全体の
30.2％から 27.0％へ低下した。そして、中国にお
ける女性は就職の時点で差別を受けやすく、就
業後昇進しにくいという状況を確認した。なお、
「男女平等」の思想は広がっているが、伝統的な
観念が依然として強い影響力を持っている。

氏　名：岩﨑　早穂
題　目：�文化政策における評価についての一考

察
　　　　�―効率性をめざす事務事業評価から情

報提供ツールとしての参加型政策評価
への転換―

梗　概：本論文は、文化政策が政策目的を達成
するための評価の在り方について考察するもの
である。文化の持つ性質、文化政策の政策目的、
政策評価の本義を基軸とし、①文化政策が地域
の福祉水準の向上に貢献しているか、②政策の
ブラッシュアップと継続的な実施、実践を想定
しているかの２点を文化政策における政策評価
に不可欠な要素と据え、現在行われている評価

について検討した。これまで文化政策の評価に
ついての検討は、成果、効果の測定に偏重して
いたが、本論文では政策目的の達成に向けて必
要な要素を検討したことに意義がある。文化政
策の評価は、現状の事務事業評価から、参加型
をキーワードとした政策評価へと向かわなけれ
ばならない。

氏　名：全　　恩炅
題　目： 認知症高齢者と介護家族への支援方策
梗　概：本研究は、急速に高齢化が進み、認知
症高齢者が増えている韓国における認知症高齢
者福祉の政策および介護家族への支援に関する
現状について考察するとともに、日本の認知症
高齢者福祉の政策および実態を検討し、認知症
高齢者と介護家族の生活の質を向上させる政策
案を提言することを目的とした。その結果、韓
国における認知症高齢者と介護家族への支援に
おける今後の在り方と課題について、まず、認
知症高齢者に関する否定的な認識を転換するよ
うに社会的雰囲気を改善する。認知症サポー
ターの養成を通じ、認知症について正しい知識
をもち、認知症高齢者や介護家族を応援し、だ
れもが暮らしやすい地域づくりへの取り組みが
必要となる。


